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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　－　ポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つの成分（Ａ）、
－　ポリイソシアネート基を含む、少なくとも１つの成分（Ｂ）、
－　少なくとも１つのＺｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレートと一般式（Ｉ）
【化１】

〔式中、
Ｒ1は、非環式または環式の飽和炭化水素基もしくは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素
基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲvは、アルキレン基を表わし、およびアリ
ールは、芳香族基を表わし、およびその際に前記の全ての基は、ヘテロ原子を含んでいて
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よく、
Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、互いに独立して、水素、非環式または環式の飽和炭化水素基もし
くは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲv

は、アルキレン基を表わし、およびアリールは、芳香族基を表わし、およびその際に前記
の全ての基は、ヘテロ原子を含んでいてよい〕の１つ以上のイミダゾールとの反応によっ
て製造可能な、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）（但
し、亜鉛（ＩＩ）ビス（２－エチルヘキサノエート）と１－メチルイミダゾールとを１対
２．２以下のモル比で反応させることによって得ることができる亜鉛－（１－メチルイミ
ダゾール）－ビス（２－エチルヘキサノエート）錯体（Ｄ）を除く）、および
－　カルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモノマーの芳香族カル
ボン酸（Ｓ）を含有する被覆剤組成物。
【請求項２】
　ポリ（メタ）アクリレートポリオールおよび／またはポリエステル樹脂がポリヒドロキ
シル基を含む少なくとも１つの成分（Ａ）として含まれていることを特徴とする、請求項
１記載の被覆剤組成物。
【請求項３】
　前記被覆剤組成物がポリイソシアネート基を含む成分（Ｂ）として１，６－ヘキサメチ
レンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネートまたは４，４’－メチレンジシクロ
ヘキシルジイソシアネート、これらのビウレット二量体および／またはこれらのイソシア
ヌレート三量体および／またはこれらの非対称な三量体を含むことを特徴とする、請求項
１または２記載の被覆剤組成物。
【請求項４】
　少なくとも１つのモノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）として、安息香酸、ｔ－ブチル安
息香酸、３，４－ジヒドロキシ安息香酸、サリチル酸および／またはアセチルサリチル酸
が含まれていることを特徴とする、請求項１から３までのいずれか１項に記載の被覆剤組
成物。
【請求項５】
　前記被覆剤組成物が少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ
）を、この亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）の金属含量が、それぞれ被
覆剤の結合剤含量に対して、３５～２０００ｐｐｍであり、および／または被覆剤が少な
くとも１つのモノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）を０．２～１５．０質量％含有するよう
な量で含有し、その際に質量％の記載は、他方でそれぞれ被覆剤の結合剤含量に対するも
のであることを特徴とする、請求項１から４までのいずれか１項に記載の被覆剤組成物。
【請求項６】
　前記被覆剤組成物がさらに成分（Ａ）とは異なる、ヒドロキシル基を含む、１つ以上の
化合物（Ｃ）を含み、および／またはヒドロキシル基を含む化合物（Ａ）のヒドロキシル
基および任意に（Ｃ）のヒドロキシル基対成分（Ｂ）のイソシアネート基のモル当量比が
１：０．９～１：１．５であることを特徴とする、請求項１から５までのいずれか１項に
記載の被覆剤組成物。
【請求項７】
　前記被覆剤組成物が非水性の被覆剤であり、および／または前記被覆剤組成物が顔料を
含むことを特徴とする、請求項１から６までのいずれか１項に記載の被覆剤組成物。
【請求項８】
　ポリイソシアネート基を含む少なくとも１つの成分およびポリヒドロキシル基を含む少
なくとも１つの成分を含有する被覆剤組成物におけるウレタン反応を触媒するための触媒
系としての、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）および
カルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモノマーの芳香族カルボン
酸（Ｓ）の使用であって、前記亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）が少な
くとも１つのＺｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレートと一般式（Ｉ）
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【化２】

〔式中、
Ｒ1は、非環式または環式の飽和炭化水素基もしくは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素
基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲvは、アルキレン基を表わし、およびアリ
ールは、芳香族基を表わし、およびその際に前記の全ての基は、ヘテロ原子を含んでいて
よく、
Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、互いに独立して、水素、非環式または環式の飽和炭化水素基もし
くは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲv

は、アルキレン基を表わし、およびアリールは、芳香族基を表わし、およびその際に前記
の全ての基は、ヘテロ原子を含んでいてよい〕の１つ以上のイミダゾールとの反応によっ
て製造可能である（但し、亜鉛（ＩＩ）ビス（２－エチルヘキサノエート）と１－メチル
イミダゾールとを１対２．２以下のモル比で反応させることによって得ることができる亜
鉛－（１－メチルイミダゾール）－ビス（２－エチルヘキサノエート）錯体（Ｄ）を除く
）、前記使用。
【請求項９】
　前記被覆剤組成物がポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つの成分（Ａ）およびポ
リイソシアネート基を含む、少なくとも１つの成分（Ｂ）を含有し、および／または触媒
反応が２０～６０℃で実施されることを特徴とする、請求項８記載の触媒系の使用。
【請求項１０】
　請求項１から７までのいずれか１項に記載の被覆剤組成物から層を製造し、または請求
項８または９記載の触媒系を使用して層を製造することを特徴とする、被覆法。
【請求項１１】
　多工程の被覆法であって、任意に予め被覆された基体上に顔料が配合された下塗り塗料
層を施し、その後に請求項１から７までのいずれか１項に記載の被覆剤組成物からなる層
を施すかまたは請求項８または９記載の触媒系を使用して層を施すか、或いは任意に予め
被覆された基体上に請求項１から７までのいずれか１項に記載の被覆剤からなる、顔料が
配合されたかまたは顔料が配合されていない層を施すかまたは請求項８または９記載の触
媒系を使用して、顔料が配合されたかまたは顔料が配合されていない層を施すことを特徴
とする、前記の多工程の被覆法。
【請求項１２】
　顔料が配合された下塗り塗料層の施与後に、施与された下塗り塗料層を最初に室温ない
し８０℃の温度で乾燥させ、請求項１から７までのいずれか１項に記載の被覆剤を塗布し
た後または請求項８または９記載の触媒系を使用して層を塗布した後に、２０～８０℃の
温度で硬化させることを特徴とする、請求項１１記載の多工程の被覆法。
【請求項１３】
　自動車補修用塗装のための、および／または自動車用増設部品の被覆および／またはプ
ラスチック基体の被覆および／または輸送用車両の被覆のための、クリヤーラッカーまた
は顔料が配合された塗料としての、請求項１から７までのいずれか１項に記載の被覆剤組
成物の使用。
【請求項１４】
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　自動車補修用塗装のための、および／またはプラスチック基体および／または輸送用車
両の被覆のための、請求項１１または１２記載の方法の使用。
【請求項１５】
　請求項１から７までのいずれか１項に記載の被覆剤組成物からなる少なくとも１つの層
または請求項８または９記載の触媒系を使用して製造された、少なくとも１つの層を含む
被覆。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、イソシアネート基を含む成分、ヒドロキシル基を含む成分および亜鉛－イミ
ダゾール－カルボキシレート錯体を含有する被覆剤組成物、ならびに被覆剤組成物におけ
るウレタン反応のための触媒系としての亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体の使
用に関する。
【０００２】
　二成分ポリウレタン系は、塗料、フォーム材料、繊維および非多孔質成形体として広範
囲に使用されている。架橋成分が既に室温で反応性である限り、ポリマーは、イソシアネ
ート基を含む成分とヒドロキシル基を含む成分との混合および引続く反応によって得られ
る。その際に、しばしば、イソシアネート基とヒドロキシル基との反応は、塩基性化合物
、例えば第三級アミンまたはアミジン基を含む化合物を添加して触媒される。このような
化合物のための例は、１，４－ジアザビシクロ［２．２．２］オクタンまたは１，８－ジ
アザビシクロ［５．４．０］ウンデセ－７－エン（ＤＢＵ）である。しかし、金属有機化
合物、例えばジブチル錫ジラウレートまたは様々な亜鉛カルボキシレートは、明らかによ
り高い触媒作用を有する。使用される触媒の量は、一方で、使用範囲に対して十分に長い
加工時間を保証することによって定められ、他方、適用後にできるだけ早く後処理に十分
な特性プロフィールを達成させることによって定められる。殊に、即座の取付け強さを達
成することは、自動車補修用塗装にとって重要なことである。
【０００３】
　公知技術水準からよく知られている、錫をベースとする触媒、例えばジブチル錫ジラウ
レート、ジオクチル錫ジラウレート、ジブチル錫マレエートまたはテトラブチル錫オキサ
ンジアセテートは、ウレタン結合の形成にとって良好な触媒であるが、しかし、これらの
化合物は、有毒である。数多くの錫化合物の毒性のために、既に久しく、被覆剤組成物に
適した代用触媒を見出すことが試みられている。
【０００４】
　それゆえ、Ｋｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｉｎｃ．社のＷｅｒｎｅｒ　Ｊ．Ｂｌａ
ｎｋ、Ｚ．Ａ．ＨｅおよびＥｄ．Ｔ．Ｈｅｓｓｅｉｌの論説"Ｃａｔａｌｙｓｉｓ　ｏｆ
　ｔｈｅ　Ｉｓｏｃｙａｎａｔｅ－Ｈｙｄｒｏｘｙｌ　Ｒｅａｃｔｉｏｎ　ｂｙ　Ｎｏｎ
－Ｔｉｎ　Ｃａｔａｌｙｓｔｓ"には、様々な金属塩および金属錯体をベースとする、通
常の錫含有触媒に対する代用品、例えばジルコニウムキレート、アルミニウムキレートお
よびビスマスカルボキシレートが記載されている。
【０００５】
　ＷＯ　２００９／１３５６００には、ポリウレタンの合成のための、Ｎ－ヘテロ環式カ
ルベンをベースとする触媒が記載されている。欧州特許第１４６００９４号明細書には、
金属塩をベースとする触媒が二環式第三級アミン化合物および第四級アンモニウム塩と一
緒に開示されている。米国特許第４００６１２４号明細書には、一般に、アミジン金属錯
体がイソシアネート重付加反応のための触媒として記載されている。ＷＯ　２００４／０
２９１２１には、ウレタン反応のための触媒としての２．８～４．５のｐＫａ値を有する
酸の使用が開示されている。前記の全ての触媒は、被覆系の緩徐すぎる硬化を生じるか、
または、しかし、短縮された作業時間（可使時間）を生じる点で共通している。更に、一
連の上記触媒は、塗料の変色をまねくか、または塗布された塗料の事後の変色を引き起こ
す。この種の化合物は、価値の高いクリヤーラッカー系には不適当である。更に、上記刊
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をベースとする触媒に対する代用品としても排除されている。上記刊行物中に記載された
ビスマスまたはジルコニウムをベースとする触媒は、加水分解敏感性であり、従って、硬
化剤中でのみ溶解される。更に、ビスマス触媒およびジルコニウム触媒をベースとする被
覆系は、加水分解敏感性のために僅かな貯蔵安定性を有する。
【０００６】
　既に上記したように、アミンは、ポリウレタン反応に対して触媒作用を有していてもよ
い。しかし、前記アミンの可使時間は、自動車補修分野における加工にとっては不十分で
ある。前記用途には、低分子量アミンの高い蒸気圧のために、とりわけアミン、例えばジ
アザビシクロウンデセン（ＤＢＵ）またはジアザビシクロノネン（ＤＢＮ）が当てはまる
。しかし、前記アミンの使用は、強く着色された混合物を生じ、生じる触媒反応された塗
料系は、受け入れることができない黄変傾向を有する。
【０００７】
　米国特許第２００６／００３６００７号明細書には、有機金属錯体がポリウレタンをベ
ースとする系を架橋するための触媒として開示されている。その際に、とりわけ、ヒドロ
キシル基を含む成分とイソシアネート基を含む成分との反応の触媒作用に対して亜鉛のア
ミジン化合物が記載されている。この場合、この触媒は、熱分解法二酸化ケイ素上に吸着
されている。米国特許第２００６／０２４７３４１号明細書および米国特許第２００９／
００１１１２４号明細書においては、同様に２成分ポリウレタン被覆系における触媒とし
てのアミジン亜鉛錯体が使用されている。この場合、この触媒は、特に加水分解安定性で
あり、かつ水性系中での使用にも適している。しかし、前記の３つの刊行物中に開示され
た触媒系は、十分な硬化特性を有していない。前記系の反応性と錫触媒反応された系との
比較は、前記の亜鉛アミジンをベースとする触媒が同じ加工時間の際により劣悪な硬化特
性を有することを示す。
【０００８】
　本発明の基礎を成している課題は、前記系の急速な硬化を示し、ならびに他面、長い加
工時間を有する、適当な触媒を有する被覆系を提供することにある。その上、この塗料系
は、使用者に、それによって塗装された表面／物体の急速な後加工を可能にするはずであ
る。更に、前記系は、硬化前および硬化後に変色を示さないはずである。特に、自動車産
業におけるクリヤーラッカーの範囲内で、前記系の固有色に対する高度な要件が存在する
。即ち、前記触媒は、固有色を有してはならないし、通常の塗料成分で塗料の混合または
硬化の際に変色をまねいてもならない。更に、前記被覆系には、触媒が最初から添加され
ていてよい。しかし、そもそも最初から触媒を被覆系に混和することは、被覆組成物の貯
蔵安定性に不利な影響を及ぼすべきではない。その上、前記触媒は、加水分解非敏感性で
ある。それというのも、有機的に溶解された系中であっても、一般に高い濃度のヒドロキ
シル基は、長時間に亘って触媒活性の減少をまねきうるからである。特に、自動車補修用
塗装の範囲内で、極めて高い貯蔵安定性は、より高い温度でも有利である。
【０００９】
　意外なことに、本発明による課題は、
－　ポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つの成分（Ａ）、
－　ポリイソシアネート基を含む、少なくとも１つの成分（Ｂ）、
－　少なくとも１つのＺｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレートと一般式（Ｉ）
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【化１】

〔式中、
Ｒ1は、非環式または環式の飽和炭化水素基もしくは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素
基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲvは、アルキレン基を表わし、およびアリ
ールは、芳香族基を表わし、
Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、互いに独立して、水素、非環式または環式の飽和炭化水素基もし
くは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲv

は、アルキレン基を表わし、およびアリールは、芳香族基を表わす〕の１つ以上のイミダ
ゾールとの反応によって製造可能な、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシ
レート錯体（Ｄ）（但し、亜鉛（ＩＩ）ビス（２－エチルヘキサノエート）と１－メチル
イミダゾールとを１対２．２以下のモル比で反応させることによって得ることができる亜
鉛－（１－メチルイミダゾール）－ビス（２－エチルヘキサノエート）錯体（Ｄ）を除く
）、および
－　カルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモノマーの芳香族カル
ボン酸（Ｓ）
を含有する被覆剤組成物によって解決されることが見出された。ポリイソシアネート基を
含む、少なくとも１つの成分およびポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つの成分を
有する被覆剤中で、上記に定義した、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシ
レート錯体（Ｄ）およびカルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモ
ノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）を含む触媒系を使用することによって、相応する被覆系
は、顕著な硬化特性、早期の機械加工性および高められた加工時間を有し、その上、前記
の触媒系は、加水分解非敏感性であり、かつ被覆系の変色または黄変を示さない。
【００１０】
　詳細な説明
　本発明は、
－　ポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つの成分（Ａ）、
－　ポリイソシアネート基を含む、少なくとも１つの成分（Ｂ）、
－　少なくとも１つのＺｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレートと一般式（Ｉ）

【化２】

〔式中、
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Ｒ1は、非環式または環式の飽和炭化水素基もしくは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素
基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲvは、アルキレン基を表わし、およびアリ
ールは、芳香族基を表わし、
Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、互いに独立して、水素、非環式または環式の飽和炭化水素基もし
くは不飽和炭化水素基、芳香族炭化水素基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲv

は、アルキレン基を表わし、およびアリールは、芳香族基を表わす〕の１つ以上のイミダ
ゾールとの反応によって製造可能な、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシ
レート錯体（Ｄ）（但し、亜鉛（ＩＩ）ビス（２－エチルヘキサノエート）と１－メチル
イミダゾールとを１対２．２以下のモル比で反応させることによって得ることができる亜
鉛－（１－メチルイミダゾール）－ビス（２－エチルヘキサノエート）錯体（Ｄ）を除く
）、および
－　カルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモノマーの芳香族カル
ボン酸（Ｓ）
を含有する被覆剤組成物に関する。
【００１１】
　ポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つの成分（Ａ）として、１分子当たり少なく
とも２個のヒドロキシル基を有しかつオリゴマーおよび／またはポリマーである、当業者
に公知の全ての化合物が使用されてよい。
【００１２】
　好ましいオリゴマーおよび／またはポリマーのポリオール（Ａ）は、ポリスチレン標準
に対してゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定した、質量平均分子量Ｍw５
００ダルトン超、有利に８００～１０００００ダルトン、殊に１０００～５００００ダル
トンを有する。
【００１３】
　ポリエステルポリオール、ポリウレタンポリオール、ポリシロキサンポリオール、ポリ
アクリレートポリオールおよび／またはポリメタクリレートポリオールならびにこれらの
コポリマーは、特に好ましい。
【００１４】
　前記ポリオールは、有利に３０～４００ｍｇ ＫＯＨ／ｇ、殊に１００～３００ｍｇ　
ＫＯＨ／ｇのＯＨ価を有する。ヒドロキシル価（ＯＨ価）は、アセチル化の際に物質１ｇ
によって結合される酢酸量に対して水酸化カリウムが何ｍｇ当量であるのかを定める。
【００１５】
　前記ポリオールの、ＤＩＮ－ＥＮ－ＩＳＯ　１１３５７－２によるＤＳＣ測定により測
定したガラス転移温度は、有利に－１５０～１００℃、特に有利に－１２０～８０℃であ
る。
【００１６】
　適当なポリエステルポリオールは、例えば欧州特許出願公開第０９９４１１７号明細書
および欧州特許出願公開第１２７３６４０号明細書中に記載されている。ポリウレタンポ
リオールは、特にポリエステルポリオールプレポリマーを適当なジイソシアネートもしく
はポリイソシアネートと反応させることによって製造され、かつ例えば欧州特許出願公開
第１２７３６４０号明細書中に記載されている。適当なポリシロキサンポリオールは、例
えばＷＯ－Ａ－０１／０９２６０中に記載されており、その際にそこに挙げられているポ
リシロキサンポリオールは、有利にさらなるポリオール、殊により高いガラス転移温度を
有するポリオールと組み合わせて使用されてよい。
【００１７】
　本発明によれば、特に好ましいポリ（メタ）アクリレートポリオールは、たいていコポ
リマーであり、特に、それぞれポリスチレン標準に対してゲル浸透クロマトグラフィー（
ＧＰＣ）により測定した、１０００～２００００ダルトン、殊に１５００～１００００ダ
ルトンの質量平均分子量Ｍwを有する。
【００１８】



(8) JP 6071993 B2 2017.2.1

10

20

30

40

50

　前記コポリマーのガラス転移温度は、たいてい－１００～１００℃、殊に－５０～８０
℃である（ＤＩＮ－ＥＮ－ＩＳＯ　１１３５７－２によるＤＳＣ測定により測定した）。
【００１９】
　ポリ（メタ）アクリレートポリオールは、有利に６０～２５０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇ、殊に
７０～２００ｍｇ　ＫＯＨ／ｇのＯＨ価ならびに０～３０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの酸価を有す
る。
【００２０】
　ヒドロキシル基を含むモノマー構成成分として、有利にヒドロキシアルキルアクリレー
トおよび／またはヒドロキシアルキルメタクリレート、例えば殊に２－ヒドロキシエチル
アクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、３－ヒドロキシプロピルアクリレート、
３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、３－ヒドロキシブチルアクリレート、３－ヒド
ロキシブチルメタクリレートならびに殊に４－ヒドロキシブチルアクリレートおよび／ま
たは４－ヒドロキシブチルメタクリレートが使用される。
【００２１】
　さらなるモノマー構成成分として、ポリ（メタ）アクリレートポリオールについては、
有利にアルキルアクリレートおよび／またはアルキルメタクリレート、例えば特にエチル
アクリレート、エチルメタクリレート、プロピルアクリレート、プロピルメタクリレート
、イソプロピルアクリレート、イソプロピルメタクリレート、ブチルアクリレート、ブチ
ルメタクリレート、イソブチルアクリレート、イソブチルメタクリレート、ｔ－ブチルア
クリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、アミルアクリレート、アミルメタクリレート、
ヘキシルアクリレート、ヘキシルメタクリレート、エチルヘキシルアクリレート、
　エチルヘキシルメタクリレート、３，３，５－トリメチルヘキシルアクリレート、３，
３，５－トリメチルヘキシルメタクリレート、ステアリルアクリレート、ステアリルメタ
クリレート、ラウリルアクリレートもしくはラウリルメタクリレート、シクロアルキルア
クリレートおよび／またはシクロアルキルメタクリレート、例えばシクロペンチルアクリ
レート、シクロペンチルメタクリレート、イソボルニルアクリレート、イソボルニルメタ
クリレートまたは殊にシクロヘキシルアクリレートおよび／またはシクロヘキシルメタク
リレートが使用される。
【００２２】
　さらなるモノマー構成成分として、ポリ（メタ）アクリレートポリオールについては、
ビニル芳香族炭化水素、例えばビニルトルエン、α－メチルスチレンまたは殊にアクリル
酸もしくはメタクリル酸のスチレン、アミドもしくはニトリル、ビニルエステルまたはビ
ニルエーテル、ならびに二次的量で殊にアクリル酸および／またはメタクリル酸が使用さ
れてよい。
【００２３】
　好ましくは、ポリ（メタ）アクリレートポリオールおよび／またはポリエステル樹脂、
特に有利にポリ（メタ）アクリレートポリオールがポリヒドロキシル基を含む成分（Ａ）
として使用される。
【００２４】
　ポリイソシアネート基を含む、少なくとも１つの成分（Ｂ）として、自体公知の、置換
されたかまたは置換されていない、芳香族、脂肪族、脂環式および／またはヘテロ環式の
ポリイソシアネートが適している。好ましいポリイソシアネートの例は、次のとおりであ
る：２，４－トルエンジイソシアネート、２，６－トルエンジイソシアネート、ジフェニ
ルメタン－４，４’－ジイソシアネート、ジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアネー
ト、ｐ－フェニレンジイソシアネート、ビフェニルジイソシアネート、３，３’－ジメチ
ル－４，４’－ジフェニレンジイソシアネート、テトラメチレン－１，４－ジイソシアネ
ート、ヘキサメチレン－１，６－ジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサン－
１，６－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、エチレンジイソシアネート、
１，１２－ドデカンジイソシアネート、シクロブタン－１，３－ジイソシアネート、シク
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ロヘキサン－１，３－ジイソシアネート、シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、
メチルシクロヘキシルジイソシアネート、ヘキサヒドロトルエン－２，４－ジイソシアネ
ート、ヘキサヒドロトルエン－２，６－ジイソシアネート、ヘキサヒドロフェニレン－１
，３－ジイソシアネート、ヘキサヒドロフェニレン－１，４－ジイソシアネート、ペルヒ
ドロジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアネート、４，４’－メチレンジシクロヘキ
シルジイソシアネート（例えば、Ｂａｙｅｒ　ＡＧ社のＤｅｓｍｏｄｕｒ（登録商標）Ｗ
）、テトラメチルキシリルジイソシアネート（例えば、Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｙａｎａｍ
ｉｄ社のＴＭＸＤＩ）および前記ポリイソシアネートの混合物。また、好ましいポリイソ
シアネートは、前記ジイソシアネートのビウレット二量体およびイソシアヌレート三量体
である。特に好ましいポリイソシアネート（Ｂ）は、ヘキサメチレン－１，６－ジイソシ
アネート、イソホロンジイソシアネートおよび４，４’－メチレンジシクロヘキシルジイ
ソシアネート、これらのビウレット二量体および／またはこれらのイソシアヌレート三量
体および／またはこれらの非対称な三量体、例えば市場でＤｅｓｍｏｄｕｒ（登録商標）
ＸＰ２４１０の名称で入手可能な非対称なＨＤＩ三量体である。
【００２５】
　しかし、いずれにせよ、カルボジイミド構造、ウレトンイミン構造、アロファネート構
造、ビウレット構造および／またはイソシアヌレート構造を有する、前記の脂肪族、脂環
式、芳香族またはヘテロ環式の有機ポリイソシアネートの自体公知の後続生成物（Ｆｏｌ
ｇｅｐｒｏｄｕｋｔｅ）、ならびに前記ポリイソシアネートとイソシアネート基に対して
反応性の水素を有する化合物との反応によって得られるプレポリマーが使用されてもよい
。
【００２６】
　ポリイソシアネート基を含む成分（Ｂ）は、適当な溶剤中に存在していてよい。適当な
溶剤は、ポリイソシアネート成分の十分な可溶性を可能にしかつイソシアネートに対して
反応性の基を含まない溶剤である。このような溶剤の例は、アセトン、メチルエチルケト
ン、シクロヘキサノン、メチルイソブチルケトン、メチルイソアミルケトン、ジイソブチ
ルケトン、エチルアセテート、ｎ－ブチルアセテート、エチレングリコールジアセテート
、ブチロールアセトン、ジエチルカーボネート、プロピレンカーボネート、エチレンカー
ボネート、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル
ピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン、メチラール、ブチラール、１，３－ジオキソラン、
グリセロールホルマール、ベンゼン、トルエン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、ソルベ
ントナフサ、２－メトキシプロピルアセテート（ＭＰＡ）およびエチルエトキシプロピオ
ネートである。
【００２７】
　本発明による被覆剤は、任意にポリヒドロキシル基を含む成分（Ａ）の他に、さらに１
つ以上の、成分（Ａ）とは異なる、ヒドロキシル基を含む化合物（Ｃ）を含有することが
できる。好ましくは、前記化合物（Ｃ）は、それぞれ被覆剤の結合剤含量に対して、１～
２０質量％、特に有利に１～１０質量％、殊に有利に１～５質量％の割合を占める。
【００２８】
　ヒドロキシル基を含む化合物（Ｃ）として、低分子ポリオールが使用される。
【００２９】
　低分子ポリオールとして、例えばジオール、例えば有利にエチレングリコール、ネオペ
ンチルグリコール、１，２－プロパンジオール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジ
オール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール
、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１
，４－シクロヘキサンジメタノールおよび１，２－シクロヘキサンジメタノール、ならび
にポリオール、例えば有利にトリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、トリメチ
ロールヘキサン、１，２，４－ブタントリオール、ペンタエリトリットならびにジペンタ
エリトリットが使用される。
【００３０】
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　ポリヒドロキシ基を含む成分（Ａ）は、適当な溶剤中に存在していてよい。適当な溶剤
は、ポリヒドロキシ成分の十分な可溶性を可能にする溶剤である。このような溶剤の例は
、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、メチルイソブチルケトン、メチル
イソアミルケトン、ジイソブチルケトン、エチルアセテート、ｎ－ブチルアセテート、
　エチレングリコールジアセテート、ブチロールアセトン、ジエチルカーボネート、プロ
ピレンカーボネート、エチレンカーボネート、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン、メチラール、エ
チラール、ブチラール、１，３－ジオキソラン、グリセロールホルマール、ベンゼン、ト
ルエン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、ソルベントナフサ、２－メトキシプロピルアセ
テート（ＭＰＡ）およびエチルエトキシプロピオネートおよびこれらの混合物である。更
に、前記溶剤は、イソシアネートに対して反応性の基を有していてよい。このような反応
性溶剤の例は、イソシアネートに対して反応性の基の平均官能基数を少なくとも１．８有
する反応性溶剤である。その際に、反応性希釈剤として適した溶剤は、本明細書中でポリ
ヒドロキシル基を含む成分（Ａ）および（Ｃ）と区別される。反応性希釈剤として適当な
溶剤は、モノマーであり、例えば低分子ジアミン（例えば、エチレンジアミン）であって
よい。
【００３１】
　上記に規定された、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ
）は、亜鉛（ＩＩ）と一般式（Ｉ）のイミダゾールおよび配位子としてのカルボキシレー
トとの錯体であり、その際に亜鉛（ＩＩ）ビス（２－エチルヘキサノエート）と１－メチ
ルイミダゾールとを１対２．２以下のモル比で反応させることによって得ることができる
亜鉛－（１－メチルイミダゾール）－ビス（２－エチルヘキサノート）錯体（Ｄ）は、上
記規定から排除されている。
【００３２】
　一般式（Ｉ）
【化３】

のイミダゾールには、上記の一般的な規定の条件付きで、特に
Ｒ1は、２０個までの炭素原子を有する飽和または不飽和の直鎖状または分枝鎖状炭化水
素基、１０個までの炭素原子を有する５員もしくは６員の芳香族炭化水素基または基Ｒv

－アリールを表わし、その際にＲvは、１～６個の炭素原子を有するアルキレン基を表わ
し、およびアリールは、１０個までの炭素原子を有する５員もしくは６員の芳香環を表わ
し、およびその際に前記の全ての基は、任意にヘテロ原子、例えば酸素、硫黄もしくは窒
素を含んでいてよく、
Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、互いに独立して、水素、２０個までの炭素原子を有する飽和また
は不飽和の直鎖状または分枝鎖状炭化水素基、１０個までの炭素原子を有する５員もしく
は６員の芳香族炭化水素基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲvは、１～６個の
炭素原子を有するアルキレン基を表わし、およびアリールは、１０個までの炭素原子を有
する５員もしくは６員の芳香環を表わし、およびその際に前記の全ての基は、任意にヘテ
ロ原子、例えば酸素、硫黄もしくは窒素を含んでいてよいことが当てはまる。
【００３３】
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　特に有利に、Ｒ1は、１２個までの炭素原子、殊に有利に６個までの炭素原子を有する
飽和の直鎖状または分枝鎖状アルキル基、６個までの炭素原子、殊に有利に３～６個まで
の炭素原子を有する５員もしくは６員の芳香族炭化水素基または基Ｒv－アリールを表わ
し、その際にＲvは、有利に１または２個の炭素原子を有するアルキレン基を表わし、お
よびアリールは、３～６個の炭素原子を有する５員もしくは６員の芳香環を表わし、およ
びその際に前記の全ての基は、任意にヘテロ原子、例えば酸素、硫黄もしくは窒素を含ん
でいてよい。
【００３４】
　基Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、互いに独立して、有利に水素、１２個までの炭素原子、殊に
有利に６個までの炭素原子を有する飽和の直鎖状または分枝鎖状アルキル基、１０個まで
の炭素原子、殊に有利に３～６個の炭素原子を有する５員もしくは６員の芳香族炭化水素
基または基Ｒv－アリールを表わし、その際にＲvは、有利に１または２個の炭素原子を有
するアルキレン基を表わし、およびアリールは、３～６個の炭素原子を有する５員もしく
は６員の芳香環を表わし、およびその際に前記の全ての基は、任意にヘテロ原子、例えば
酸素、硫黄もしくは窒素を含んでいてよい。殊に有利には、基Ｒ3およびＲ4は、水素を表
わす。
【００３５】
　一般的には、１位でモノ置換されたイミダゾール（Ｒ2＝Ｒ3＝Ｒ4＝Ｈ）および１位と
２位でジ置換されたイミダゾール（Ｒ2≠Ｈ、Ｒ3＝Ｒ4＝Ｈ）が好ましい。
【００３６】
　１位でモノ置換されたイミダゾールの中で、殊に有利に１－アルキルイミダゾール（Ｒ
1＝アルキル、Ｒ2＝Ｒ3＝Ｒ4＝Ｈ）（但し、アルキル基は、特に１～６個の炭素原子を有
し、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、
ｔ－ブチル、ペンチル、ヘキシルである）、１－アリールイミダゾール（Ｒ1＝アリール
、Ｒ2＝Ｒ3＝Ｒ4＝Ｈ）（但し、アリール基は、３～６個の炭素原子を有する５員もしく
は６員の芳香環、例えばフェニル基である）、または１－アラルキルイミダゾール（Ｒ1

＝アラルキル＝Ｒv－アリール、Ｒ2＝Ｒ3＝Ｒ4＝Ｈ）（但し、Ｒvは、ＣＨ2を表わし、か
つアリールは、３～６個の炭素原子を有する５員もしくは６員の芳香環を表わす）が使用
される。
【００３７】
　特に適した１位でモノ置換されたイミダゾールの例は、１－メチルイミダゾール、１－
エチルイミダゾール、１－プロピルイミダゾール、１－ブチルイミダゾール、１－フェニ
ルイミダゾールおよび１，１－メチレン－ビス－イミダゾールである。
【００３８】
　１位と２位でジ置換されたイミダゾールの中で、殊に１，２－ジアルキルイミダゾール
、例えば１，２－ジメチルイミダゾールが特に好ましい。
【００３９】
　上記したように、全ての前記基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、任意にヘテロ原子、例えば
酸素、硫黄または窒素を含むことができる。脂肪族基において、酸素は、例えば２個の炭
素原子の間でエーテル酸素として存在することができるかまたはエステル基の形で存在す
ることができる。従って、これに関して、芳香族基またはアリール基の概念は、最も広い
規定において、ヘテロ芳香族基またはヘテロアリール基、例えばイミダゾール基を含む。
同様に、脂肪族基の概念は、ヘテロ脂肪族基も含む。
【００４０】
　基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4の上記規定のそれぞれにおいて、前記基は、置換されて存在
していてもよいし、非置換で存在していてもよい。前記基が置換されて存在する場合には
、典型的な置換基は、例えばヒドロキシル基、チオール基、第一級アミノ基および第二級
アミノ基、エステル基またはハロゲン、例えば塩素もしくはフッ素である。ＯＨ置換され
たアルキル基の１例は、１－ヒドロキシエチルイミダゾールにおけるようなヒドロキシア
ルキル基である。しかし、好ましくは、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、非置換で存在する
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。
【００４１】
　亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）は、少なくとも１つのＺｎ（ＩＩ）
ビスカルボキシレートを１つ以上の上記のイミダゾールと反応させることによって製造可
能である。
【００４２】
　Ｚｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレートとして、殊に、カルボキシレート基が１２個までの
炭素原子を有する、直鎖状または分枝鎖状の脂肪族の、任意に置換されたモノカルボン酸
および／または芳香族基中に６～１２個の炭素原子を有する、任意に置換された芳香族モ
ノカルボン酸から選択されているものが適している。カルボキシレート基は、主に、本発
明による被覆剤組成物のさらなる成分中で生じる錯体の可溶性を決定する。従って、本発
明による被覆剤組成物において、カルボキシレートが直鎖状または分枝鎖状の脂肪族モノ
カルボン酸、殊に６～１０個の炭素原子を有する分枝鎖状または非分枝鎖状のアルカノエ
ート、例えば２－エチルヘキサノエートである亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯
体（Ｄ）が殊に好ましい。
【００４３】
　亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）は、少なくとも１つのＺｎ（ＩＩ）
ビスカルボキシレートを１つ以上の上記イミダゾールと反応させることによって製造する
ことができる。こうして、イミダゾールまたは２つ以上のイミダゾールからなる混合物４
モルまでをＺｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレート１モルと反応させることができる。
【００４４】
　単数または複数の亜鉛（ＩＩ）ビスカルボキシレートとイミダゾールまたはイミダゾー
ル混合物との反応は、通常、溶剤中で行なわれる。その際に、溶剤として、殊に、亜鉛（
ＩＩ）ビスカルボキシレートおよびイミダゾールならびに生じる亜鉛－イミダゾール－カ
ルボキシレート錯体（Ｄ）の十分な可溶性を可能にする溶剤が使用される。特に、前記溶
剤は、イソシアネート基に対して反応性の基を含まない。このような溶剤の例は、当業者
に公知の、ポリイソシアネートに典型的な溶剤である。
【００４５】
　しかし、亜鉛（ＩＩ）ビスカルボキシレートとイミダゾールまたはイミダゾール混合物
との反応は、ポリヒドロキシル基を含む成分（Ａ）中および／または成分（Ｃ）として記
載された低分子アルコール中で、任意にイソシアネートに対して不活性の別の溶剤との混
合物で行なうこともできる。
【００４６】
　亜鉛（ＩＩ）ビスカルボキシレートとイミダゾールまたはイミダゾール混合物との反応
は、通常、室温（２０℃）または１００℃までの高められた温度で行なわれる。その際に
、たいてい溶剤中の亜鉛（ＩＩ）ビスカルボキシレートが予め装入されるかまたは成分（
Ａ）および／または（Ｃ）が予め装入され、イミダゾール成分（任意に前記の溶剤中に溶
解された）が徐々に滴加される。生じる熱の発生は、終了まで待ち、次に例えば２時間の
時間に亘って、例えば６０℃またはそれ以上の高められた温度で攪拌される。
【００４７】
　さらなる特別な実施態様において、殊に被覆剤が二成分被覆剤である場合には、亜鉛－
イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）をインサイチュー（ｉｎ－ｓｉｔｕ）で製造
することも可能である。そのために、相応する量のイミダゾールまたはイミダゾール混合
物は、ヒドロキシル基を含む結合剤（Ａ）および任意に（Ｃ）中に予め装入され、相応す
る量のＺｎ（ＩＩ）ビスカルボキシレートは、ポリイソシアネート含有成分（Ｂ）中に予
め装入される。更に、本発明による被覆剤は、イミダゾールを含有する、ヒドロキシル基
を含む結合剤成分（Ａ）ならびに任意に（Ｃ）および最初に分離されて貯蔵された、Ｚｎ
（ＩＩ）ビスカルボキシレートも含有するポリイソシアネート含有成分（Ｂ）を混合する
ことによって製造される。
【００４８】
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　更に、被覆剤が、カルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモノマ
ーの、任意に置換された芳香族カルボン酸（Ｓ）を含有することは、本発明にとって基本
的なことである。その際に、カルボキシル基の数は、変動することができ、この場合カル
ボン酸は、有利に１個のカルボキシル基を有する。好ましくは、前記のモノマーの、任意
に置換された芳香族カルボン酸（Ｓ）は、５００ｇ／ｍｏｌ未満、特に有利に３００ｇ／
ｍｏｌ未満の分子量を有する。好ましくは、２～５のｐＫａ値を有する、モノマーの、任
意に置換された芳香族カルボン酸（Ｓ）が使用される。ｐＫａ値は、半当量点でのｐＨ値
に相当し、その際に溶媒は、特に水である。酸に対して水中のｐＫａ値のデータが不可能
な場合には、媒質として、特にＤＭＳＯが選択されるかまたは酸が可溶性である別の適当
な媒質が選択される。
【００４９】
　モノマーの芳香族モノカルボン酸および芳香族ポリカルボン酸、相応するアルキル置換
およびアリール置換された、芳香族モノカルボン酸および芳香族ポリカルボン酸ならびに
相応するヒドロキシル基を含む芳香族モノカルボン酸および芳香族ポリカルボン酸、例え
ばフタル酸およびテレフタル酸、アルキル置換またはアリール置換されたフタル酸および
テレフタル酸、安息香酸およびアルキル置換またはアリール置換された安息香酸、さらな
る官能基を有する芳香族カルボン酸、例えばサリチル酸およびアセチルサリチル酸、アル
キル置換またはアリール置換されたサリチル酸もしくはこれらの異性体、多核の芳香族カ
ルボン酸、例えばナフタリンカルボン酸の異性体およびその誘導体が適している。
【００５０】
　好ましくは、前記被覆剤は、モノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）として、安息香酸、ｔ
－ブチル安息香酸、３，４－ジヒドロキシ安息香酸、サリチル酸および／またはアセチル
サリチル酸、特に有利に安息香酸を含む。
【００５１】
　一成分被覆剤が重要である場合には、その遊離イソシアネート基がブロック剤でブロッ
クされている、ポリイソシアネート基を含む化合物（Ｂ）が選択される。例えば、イソシ
アネート基は、置換されたピラゾール、殊にアルキル置換されたピラゾール、例えば３－
メチルピラゾール、３，５－ジメチルピラゾール、４－ニトロ－３，５－ジメチルピラゾ
ール、４－ブロモ－３，５－ジメチルピラゾール等でブロックされていてよい。特に有利
には、成分（Ｂ）のイソシアネート基は、３，５－ジメチルピラゾールでブロックされて
いる。
【００５２】
　本発明によれば、特に好ましい２成分系（２Ｋ）被覆剤の場合には、当該被覆剤の塗布
の直前に、ポリヒドロキシル基を含む化合物（Ａ）を含有する塗料成分ならびにさらなる
次に記載された成分は、ポリイソシアネート基を含む化合物（Ｂ）を含有するさらなる塗
料成分ならびに任意にさらなる以下に記載された成分と自体公知の方法で混合され、その
際にたいてい化合物（Ａ）を含有する塗料成分は、上記のように規定された亜鉛－イミダ
ゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）ならびに任意に存在する溶剤の一部分を含有する。
【００５３】
　ポリヒドロキシル基を含む成分（Ａ）および任意に（Ｃ）およびポリイソシアネート基
を含む成分（Ｂ）の質量割合は、特に、ポリヒドロキシルを含む化合物（Ａ）のヒドロキ
シル基および任意に（Ｃ）と成分（Ｂ）のイソシアネート基とのモル当量比が１：０．９
～１：１．５、有利に１：０．９～１：１．１、特に有利に１：０．９５～１：１．０５
であるように選択される。
【００５４】
　好ましくは、本発明によれば、ポリヒドロキシル基を含む少なくとも１つの成分（Ａ）
、有利にポリヒドロキシル基を含む少なくとも１つのポリアクリレート（Ａ）および／ま
たはポリヒドロキシル基を含む少なくとも１つのポリメタクリレート（Ａ）を、それぞれ
被覆剤の結合剤含量に対して、３０～８０質量％、有利に５０～７０質量％含有する被覆
剤が使用される。
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【００５５】
　同様に、本発明によれば、ポリイソシアネート基を含む成分（Ｂ）を、それぞれ被覆剤
の結合剤含量に対して、５～５０質量％、有利に２５～４０質量％含有する被覆剤が使用
される。
【００５６】
　好ましくは、本発明による被覆剤は、上記のように規定された亜鉛－イミダゾール－カ
ルボキシレート錯体（Ｄ）を、この錯体の亜鉛含量が、それぞれ被覆剤の結合剤含量に対
して、３５～２０００ｐｐｍ、有利に３５～１０００ｐｐｍ、特に有利に１００～１００
０ｐｐｍであるような量で含有する。
【００５７】
　更に、好ましくは、本発明による被覆剤は、少なくとも１つのモノマーの芳香族カルボ
ン酸（Ｓ）を０．２～１５．０質量％、有利に０．５～８．０質量％、特に有利に０．５
～５．０質量％含有し、この場合質量％の記載は、それぞれ被覆剤の結合剤含量に対する
ものである。
【００５８】
　特に有利には、被覆剤組成物は、ポリイソシアネート基を含む少なくとも１つの成分（
Ｂ）がポリヒドロキシル基を含む少なくとも１つの成分（Ａ）とは別に貯蔵され、前記成
分が加工の直前で初めて互いに混合されることによって特徴付けられた２成分系である。
【００５９】
　上記のように規定された亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）ならびにモ
ノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）は、２成分系の場合に双方の成分中に含まれていてよく
、好ましくは、一方の成分だけが記載されて物質を含有し、好ましくはモノマーの芳香族
カルボン酸（Ｓ）ならびに亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）は、ポリオ
ール成分中に溶解されている。
【００６０】
　更に、一般式（Ｉ）のイミダゾールは、ポリオール成分中に溶解されていてもよく、お
よび亜鉛－ビス（カルボキシレート）成分は、ポリイソシアネート成分中に溶解されてい
てもよい。更に、ポリイソシアネート成分とポリオール成分との混合後に初めて、インサ
イチュー（ｉｎ－ｓｉｔｕ）で活性の亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）
が形成される。
【００６１】
　被覆剤は、有利に非水性の被覆剤である。被覆剤は、溶剤を含有していてよいかまたは
溶剤を含まない系として調製されていてよい。適当な溶剤の例は、既にポリヒドロキシル
基を含む化合物（Ａ）および任意に（Ｃ）の場合、およびポリイソシアネート基を含む化
合物（Ｂ）の場合に記載された溶剤である。単数の溶剤または複数の溶剤は、本発明によ
る被覆剤中に有利に、被覆剤の固体含量が少なくとも５０質量％、特に有利に少なくとも
６０質量％であるような量で使用される。
【００６２】
　更に、本発明による被覆剤は、１つ以上のアミノプラスト樹脂および／または１つ以上
のトリス（アルコキシカルボニルアミノ）トリアジン（Ｅ）を、それぞれ被覆剤の結合剤
含量に対して、０～３０質量％、有利に０～１５質量％含有していてよい。
【００６３】
　適当なトリス（アルコキシカルボニルアミノ）トリアジンの例は、米国特許第４９３９
２１３号明細書、米国特許第５０８４５４１号明細書および欧州特許出願公開第０６２４
５７７号明細書中に記載されている。
【００６４】
　適当なアミノプラスト樹脂（Ｅ）の例は、塗料工業の範囲内で通常使用される全てのア
ミノプラスト樹脂であり、その際に生じる被覆剤の性質は、アミノプラスト樹脂の反応度
により制御されてよい。アルデヒド、殊にホルムアルデヒドと例えば尿素、メラミン、グ
アナミンおよびベンゾグアナミンとからなる縮合生成物が重要である。アミノプラスト樹
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脂は、アルコール基、特にメチロール基を含み、たいてい、部分的に、または有利に全体
的にアルコールでエーテル化されている。殊に、低級アルコールでエーテル化されたアミ
ノプラスト樹脂が使用される。好ましくは、メタノールおよび／またはエタノールおよび
／またはブタノールでエーテル化されたアミノプラスト樹脂、例えば市場でＣｙｍｅｌ（
登録商標）、Ｒｅｓｉｍｅｎｅ（登録商標）およびＬｕｗｉｐａｌ（登録商標）の名称で
入手可能な製品が使用される。
【００６５】
　アミノプラスト樹脂（Ｅ）は、古くから公知の化合物であり、例えば詳細には、米国特
許第２００５／０１８２１８９号明細書Ａ１、第１頁、段落［００１４］～第４頁、段落
［００２８］中に記載されている。
【００６６】
　更に、本発明による結合剤混合物または本発明による被覆剤は、少なくとも１つの通常
の公知の塗料添加剤（Ｆ）を有効量で、すなわちそれぞれ被覆剤の結合剤含量に対して、
特に３０質量％まで、特に有利に２５質量％まで、殊に２０質量％までの量で含有するこ
とができる。
【００６７】
　適当な塗料添加剤（Ｆ）の例は、次のとおりである：
－　殊に、ＵＶ吸収剤；
－　殊に、光安定剤、例えばＨＡＬＳ化合物、ベンズトリアゾールまたはオキサルアニリ
ド；
－　ラジカル捕捉剤、
－　スリップ剤、
－　重合抑制剤；
－　消泡剤；
－　成分（Ａ）および（Ｃ）とは異なる反応希釈剤、殊に最初にさらなる成分または水と
の反応によって反応性になる反応希釈剤、例えばインコゾール（Ｉｎｃｏｚｏｌ）または
アスパラギン酸エステル；
－　成分（Ａ）および（Ｃ）とは異なる湿潤剤、例えばシロキサン、フッ素含有化合物、
カルボン酸半エステル、燐酸エステル、ポリアクリル酸およびこれらのコポリマーまたは
ポリウレタン；
－　付着助剤；
－　均展剤；
－　被膜形成助剤、例えばセルロース誘導体；
－　充填剤、例えば二酸化ケイ素、酸化アルミニウムまたは酸化ジルコニウムをベースと
するナノ粒子；補足すれば、さらにＲｏｅｍｐｐ"Ｌａｃｋｅ　ｕｎｄ　Ｄｒｕｃｋｆａ
ｒｂｅｎ"Ｇｅｏｒｇ　Ｔｈｉｅｍｅ　Ｖｅｒｌａｇ，Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ，１９９８，
第２５０～２５２頁に指摘されている；
－　成分（Ａ）および（Ｃ）とは異なるレオロジー制御添加剤、例えばＷＯ　９４／２２
９６８、欧州特許出願公開第０２７６５０１号明細書、欧州特許出願公開第０２４９２０
１号明細書またはＷＯ　９７／１２９４５の記載から公知の添加剤；架橋されたポリマー
のミクロ粒子、例えばこれは、欧州特許出願公開第０００８１２７号明細書中に開示され
ている；無機層状ケイ酸塩、例えばアルミニウム－マグネシウム－ケイ酸塩、モンモリロ
ン石タイプのナトリウム－マグネシウム層状ケイ酸塩およびナトリウム－マグネシウム－
フッ素－リチウム層状ケイ酸塩；ケイ酸、例えばＡｅｒｏｓｉｌｅ（登録商標）；または
イオン性基および／または会合作用を有する基を有する合成ポリマー、例えばポリ（メタ
）アクリルアミド、ポリ（メタ）アクリル酸、ポリビニルピロリドン、スチレン－無水マ
レイン酸コポリマーまたはエチレン－無水マレイン酸コポリマーおよびこれらの誘導体ま
たは疎水性に変性されたエトキシル化されたウレタンもしくはポリアクリレート；
－　難燃剤。
【００６８】
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　特に好ましいのは、
ポリヒドロキシル基を含む、少なくとも１つのポリアクリレート（Ａ）および／またはポ
リヒドロキシル基を含む少なくとも１つのポリメタクリレート（Ａ）を、被覆剤の結合剤
含量に対して、５０～７０質量％、
ポリイソシアネート基を含む化合物（Ｂ）を、被覆剤の結合剤含量に対して、２５～４０
質量％、
ヒドロキシル基を含む成分を、被覆剤の結合剤含量に対して、０～１０質量％、
少なくとも１つのモノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）を、被覆剤の結合剤含量に対して、
０．５～５．０質量％、
１つ以上のアミノプラスト樹脂および／または１つ以上のトリス（アルコキシカルボニル
アミノ）トリアジン（Ｅ）を、被覆剤の結合剤含量に対して、０～１５質量％、
少なくとも１つの常用の公知の塗料添加剤（Ｆ）を、被覆剤の結合剤含量に対して、０～
２０質量％含有し、
かつ
上記に規定された、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）
を、亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）の亜鉛含量が、それぞれ被覆剤の
結合剤含量に対して、１００～１０００ｐｐｍであるような量で含有する被覆剤である。
【００６９】
　本発明のさらなる実施態様において、本発明による結合剤混合物または本発明による被
覆剤は、さらになお顔料および／または充填剤を含有し、かつ顔料を配合したトップコー
トまたは顔料を配合したアンダーコートまたはフィラー、殊に顔料を配合したトップコー
トの製造に使用される。そのために使用される顔料および／またはフィラーは、当業者に
公知である。顔料は、通常、顔料対結合剤の比がそれぞれ被覆剤の結合剤含量に対して、
０．０５：１～１．５：１であるような量で使用される。
【００７０】
　更に、本発明は、ポリイソシアネート基を含む少なくとも１つの成分およびポリヒドロ
キシル基を含む少なくとも１つの成分を含有する被覆剤組成物におけるウレタン反応を触
媒するために、上記に規定されたような少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキ
シレート錯体（Ｄ）およびカルボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つの
モノマーの芳香族カルボン酸（Ｓ）を含む触媒系の本発明による使用に関する。前記触媒
系は、上記に規定されたような亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）とカル
ボキシル基がπ電子系と共役している、少なくとも１つのモノマーの芳香族カルボン酸（
Ｓ）との組み合わされた使用によって優れている。特に、前記触媒反応は、２０～６０℃
で実施される。特に、前記の被覆剤組成物は、先に記載された、ポリヒドロキシル基を含
む少なくとも１つの成分（Ａ）およびポリイソシアネート基を含む少なくとも１つの成分
（Ｂ）を含有する。
【００７１】
　本発明による被覆剤の塗布は、通常の塗布方法、例えばスプレー、ナイフ塗布、刷毛塗
り、注型、浸漬、含浸、滴下またはロール塗布によって行なうことができる。その際に、
被覆すべき基体それ自体は、静置されてよく、この場合には、塗布装置または塗布プラン
トが可動される。その間に、被覆すべき基体、殊にコイルは、可動されてもよく、その際
に塗布プラントは、基体に対して相対的に静置されるかまたは適当な方法で可動される。
【００７２】
　特に、スプレー塗布方法、例えば圧縮空気スプレー、エアレススプレー、高速回転、静
電スプレー塗装（ＥＳＴＡ）が、任意にホットスプレー塗装、例えばホットエアホットス
プレーと関連させて使用される。
【００７３】
　本発明による被覆剤から製造された本発明による被覆は、既に硬化された電気泳動ラッ
カー塗膜、フィラーラッカー塗膜、ベースラッカー塗膜または通常の公知のクリヤーラッ
カー塗膜上に卓越して付着するので、前記被覆は、自動車量産塗装（ＯＥＭ）における使
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用の他に自動車補修用塗装に、および／または自動車用増設部品の被覆および／または輸
送用車両の被覆に顕著に適している。
【００７４】
　塗布された本発明による被覆剤は、或る程度の静止時間後に硬化することができる。静
止時間は、例えば均展のため、および塗料層の脱ガス化のため、または揮発性成分、例え
ば溶剤の蒸発のために使用される。静止時間は、これに関連して塗料層の損傷または変化
、例えば早期の完全な架橋が生じない限り、高められた温度の使用によって、および／ま
たは減少された空気湿度によって支持されることができ、および／または短縮されること
ができる。
【００７５】
　前記被覆剤の熱硬化は、方法上の特殊性を有しないが、通常の公知の方法、例えば空気
循環炉中での加熱またはＩＲ灯での照射により行なわれる。これに関連して、熱硬化は、
段階的に行なうこともできる。さらなる好ましい硬化方法は、近赤外線（ＮＩＲ線）での
硬化である。
【００７６】
　好ましくは、熱硬化は、２０～２００℃の温度で１分間ないし１０時間の間に行なわれ
、その際に低い温度の場合には、より長い硬化時間が使用されてよい。その際に、自動車
補修用塗装のため、およびプラスチック部品の塗装のため、ならびに輸送用車両の塗装の
ためには、通常、有利に２０～８０℃、殊に２０～６０℃である、より低い温度が使用さ
れる。
【００７７】
　本発明による被覆剤は、粉末状被覆剤、溶剤含有被覆剤、溶剤不含被覆剤および水性被
覆剤としての、それぞれの種類の被覆、例えば電気泳動塗料、コイルコーティング塗料、
線材塗料および自動車用塗料に適している。好ましくは、前記塗料は、技術的理由または
経済的理由から前記塗料を高い温度で乾燥させることが不可能である全ての種類の物体の
高い価値の被覆として使用される。前記系は、プライマーにおいて、ならびに上塗り塗料
系において使用される。この上塗り塗料系は、顔料が配合されていてよいか、または顔料
が配合されていない系（＝クリヤーラッカー）として使用されてもよい。特に有利には、
本発明による被覆剤組成物は、有利に自動車用上塗り塗料（Ｕｎｉ＋ＣＣ）として自動車
補修用塗装に使用される。
【００７８】
　本発明による被覆剤は、移動手段（殊に、自動車、例えばオートバイ、バス、トラック
もしくは自家用車）の車体もしくは部品の、装飾的な、保護的な、および／または効果を
与える被覆および塗装として；インテリアの範囲内およびエクステリアの範囲内の建築物
の、装飾的な、保護的な、および／または効果を与える被覆および塗装として；家具、窓
およびドアの、装飾的な、保護的な、および／または効果を与える被覆および塗装として
；プラスチック成形部品、殊にコンパクトディスクおよびウィンドウの、装飾的な、保護
的な、および／または効果を与える被覆および塗装として；工業的小型部品、コイル、コ
ンテナおよび包装品の、装飾的な、保護的な、および／または効果を与える被覆および塗
装として；白色製品の、装飾的な、保護的な、および／または効果を与える被覆および塗
装として；フィルムの、装飾的な、保護的な、および／または効果を与える被覆および塗
装として；光学的素子、電気工学的素子および機械的エレメントならびにガラス中空体お
よび生活必需品の、装飾的な、保護的な、および／または効果を与える被覆および塗装と
して抜群に適している。
【００７９】
　従って、本発明による被覆剤は、例えば任意に予め被覆された基体上に施されてよく、
その際に本発明による被覆剤は、顔料が配合されていてもよいし、顔料が配合されていな
くともよい。殊に、本発明による被覆剤および塗膜、殊にクリヤーラッカー塗膜は、自動
車量産塗装（ＯＥＭ）の技術的および審美的に特に要求の多い分野において、乗用車の車
体、殊にハイクラスの乗用車の車体のためのプラスチック増設部品の被覆のために、例え
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ば、ルーフ、リッド、ボンネット、ウィング、バンパー、スポイラー、シル、保護トリム
、側面カバー等の製造、ならびに自動車補修用塗装および輸送用車両、例えば貨物自動車
、チェーン駆動の建設車両、例えばクレーン車、ホイールローダーおよびコンクリートミ
キサー車、バス、鉄道車両、船舶、航空機ならびに農業用車両、例えばトラクターおよび
コンバイン、ならびにこれらの部品の塗装に使用される。
【００８０】
　プラスチック部品は、通常、ＡＳＡ（アクリルニトリル－スチレン－アクリルエステル
）、ポリカーボネート、ＡＳＡとポリカーボネートとからの配合物、ポリプロピレン、ポ
リメチルメタクリレートまたは耐衝撃変性されたポリメチルメタクリレート、殊にＡＳＡ
と有利にポリカーボネートの割合４０％超、殊に５０％超を有するポリカーボネートとか
らの配合物からなる。
【００８１】
　その際に、ＡＳＡとは、一般に、ビニル芳香族化合物、殊にスチレンとシアン化ビニル
、殊にアクリルニトリルとのグラフトコポリマーが殊にスチレンとアクリルニトリルとか
らのコポリマーマトリックス中のポリアルキルアクリレートゴム上に存在する、耐衝撃変
性されたスチレン／アクリルニトリルポリマーであると解釈される。
【００８２】
　特に好ましくは、本発明による被覆剤は、多工程の被覆法において、殊に任意に予め被
覆された基体上に最初に顔料が配合された下塗り塗膜を塗布し、その後に１つの層を本発
明による被覆剤で塗布する方法の場合に使用される。従って、本発明の対象は、顔料が配
合された、少なくとも１つの下塗り塗膜とその上に配置された、少なくとも１つのクリヤ
コートとからなる、効果付与および／または色付与する多層塗膜であり、これは、有利に
、クリヤコートが本発明による被覆剤から製造されていることによって特徴付けられてい
る。
【００８３】
　水希釈可能な下塗り塗料ならびに有機溶剤をベースとする下塗り塗料が使用されてよい
。適当な下塗り塗料は、例えば欧州特許出願公開第０６９２００７号明細書中およびその
第３欄、第５０行以降に記載された適当な刊行物中に記載されている。好ましくは、施さ
れた下塗り塗料は、最初に乾燥され、すなわち下塗り塗膜から蒸発段階において有機溶剤
または水の少なくとも一部分が取り去られる。この乾燥は、特に室温ないし８０℃の温度
で行なわれる。乾燥後に、本発明による被覆剤が施される。引続き、前記二層塗装系は、
有利に自動車量産塗装の際に使用される条件下で２０～２００℃の温度で１分間ないし１
０時間の間、焼き付けられ、その際に自動車量産塗装に使用される、一般に２０～８０℃
、殊に２０～６０℃である温度の場合により長い硬化時間も使用されてよい。
【００８４】
　本発明のさらなる好ましい実施態様において、本発明による被覆剤は、透明なクリヤー
ラッカーとしてプラスチック基体、殊にプラスチック増設部品の被覆に使用される。前記
のプラスチック増設部品は、有利に同様に、任意に予め被覆されたか、または次の被覆の
より良好な付着のために予め処理（例えば、基体の火炎処理、コロナ放電処理またはプラ
ズマ放電処理）された基体上に最初に顔料が配合された下塗り塗膜を塗布し、その後に１
つの層を本発明による被覆剤で塗布する、多工程の被覆法で被覆される。
【００８５】
　更に、本発明は、本発明による被覆剤組成物から製造されたか、または上記に規定され
た、少なくとも１つの亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体（Ｄ）とカルボキシル
基がπ電子系と共役している、少なくとも１つの芳香族カルボン酸（Ｓ）とからの触媒系
を使用して組み合わせて製造された塗膜に関する。特に、前記塗膜は、自動車産業の範囲
内で使用される。前記塗膜は、多層塗装系の製造にも使用されてよい。即ち、本発明には
、さらに少なくとも１つの本発明による塗膜を含む多層系が記載されている。特に、この
多層系は、自動車塗装系である。
【００８６】
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　本発明を次の実施例につき詳説する。
【実施例】
【００８７】
　実施例：
　ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）
　ゲル浸透クロマトグラフィーを４０℃で高圧液体クロマトグラフィー用ポンプおよび屈
折率検出器を用いて実施した。溶離剤として、テトラヒドロフランを１ｍｌ／分の溶離速
度で使用した。較正をポリスチレン標準を用いて実施した。数平均分子量Ｍｎ、質量平均
分子量ＭｗおよびＭｐを測定し、その際に多分散性指数Ｍｐは、Ｍｐ＝Ｍｗ／Ｍｎから算
定された。
【００８８】
　ヒドロキシル価／酸価：
　ヒドロキシル価は、ＯＨ官能性成分の使用された割合により算定され、固体の樹脂の１
ｇ当たりのＫＯＨ　ｍｇ数で記載される。このヒドロキシル価（ＯＨ価）は、アセチル化
の際に物質１ｇによって結合される酢酸量に対する水酸化カリウムが何ｍｇ当量であるか
を定める。
その際に、酸価は、それぞれの化合物１ｇを中和するために使用される水酸化カリウムの
ｍｇ数を定める（ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ　２１１４）。
【００８９】
　固体の測定
　試料約１ｇを蓋付きブリキ板包装容器中に計量供給する。酢酸ブチル約３ｍｌの添加後
に、この試料を乾燥キャビネット中で１３０℃で６０分間乾燥し、乾燥器中で冷却し、次
に再び計量した。残留物は、固体の割合に相当する。
【００９０】
　結合剤含量の測定
　結合剤含量とは、それぞれ架橋前の被覆剤の、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）中で可溶
性の割合であると解釈されうる。そのために、少量の試料（Ｐ）を計量し、５０～１００
倍量のＴＨＦ中に溶解し、不溶性の成分をろ別し、ＴＨＦを蒸発させ、それに引き続いて
、１３０℃で６０分間乾燥させ、乾燥器中で冷却しかつ次に再び計量することにより、先
にＴＨＦ中に溶解された成分の固体を測定する。残留物は、試料（Ｐ）の結合剤含量に相
当する。
【００９１】
　ザポン粘着試験（Ｚａｐｏｎ－Ｔａｃｋ　Ｔｅｓｔ）（ＺＴＴ）による不粘着性
　０．５ｍｍの厚さ、２．５ｃｍの幅および１１ｃｍの長さのアルミニウムストリップを
、１１０°の角度で、２．５×２．５ｃｍの面積が生じるように湾曲させる。このストリ
ップの長辺を、さらに２．５ｃｍ後方で約１５°だけ、このストリップが正方形の面の中
心に位置付けられた分銅（５ｇ）によってまさに平衡を保つように湾曲させる。ザポン粘
着試験（ＺＴＴ）による不粘着性の測定のために、湾曲されたストリップを塗膜上に位置
付け、かつ３０秒間１００ｇの分銅を載せた。分銅を取り除いた後、ストリップの角度が
５秒間内でひっくり返る場合には、前記塗料は、不粘着性と見なされる。この試験を１５
分間隔で繰り返す。この試験の開始前に、塗膜の粘着性を接触によって定性的に判断する
。高められた温度での試験の場合には、試験パネルを、試験の開始前に冷却のために室温
で１０分間貯蔵する。
【００９２】
　印刷試験：
　塗膜を１００μｍのドクターナイフを用いてガラスパネル上に塗布した。６０℃で３０
分間の乾燥後、炉から取り出してから１０分間以内にガラスパネルを市販の実験室用秤上
に載せた。次に、手の親指の圧力を用いて、フィルムを２ｋｇの分銅で２０秒間負荷する
。この試験を全部で１０分間繰り返す。明らかになお軟質かまたは粘着性の塗膜の場合に
は、最初に、当該塗膜が十分な不粘着性および硬さを達成するまで待つ。試験の評価は、
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２４時間の貯蔵時間後に行なわれる。そのために、脂肪マークを取り除く目的で、塗膜を
界面活性剤水溶液（市販の食器用洗剤）および柔らかい布で拭う。親指で押して付いた跡
が塗膜上に目視できない場合には、塗膜は、満足な状態であると見なされる。この試験は
、補修用塗装の取付け強さのための１つの基準であり、すなわち塗膜がその取付け強さを
促進された乾燥後によりいっそう早期に達成すればするほど、補修される車体での取付け
作業（または取り外し部分の解体作業）がより早く開始されうる。
【００９３】
　乾燥記録装置：
　２８０ｍｍ×２５ｍｍの寸法のガラスパネル上に塗膜を１００μｍのドクターナイフを
用いて塗布する。Ｂｙｋ社の乾燥時間記録装置（Ｂｙｋ－Ｄｒｙ－ｔｉｍｅ　Ｒｅｃｏｒ
ｄｅｒ）を用いて針を規定の速度で塗膜上に通した。その際に、この痕跡の３つの異なる
段階ならびに全長（第１段階＋第２段階＋第３段階からなる総和）が評価される。
段階１：針の痕跡が消える。
段階２：針の痕跡は、深い溝を塗膜内に生じる。
段階３：針は、塗膜を表面だけ傷つける。
評価は、常に標準に対して行なわれる。
【００９４】
　下塗り塗料：
　１６００～２２００（Ｍｎ）および４０００～５０００（Ｍｗ）の分子量、１２～１６
ｍｇ ＫＯＨ／ｇの測定された酸価、約１３０ｍｇ　ＫＯＨ／ｇの算出されたＯＨ価（Ｏ
ＨＺ）（固体樹脂）および回転粘度計（Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　ＣＡＰ　２０００、スピ
ンドル３、１０００ｒｐｍ）で測定した、２００～４００ｍＰａ.ｓの酢酸ブチル中の６
０％の溶液の粘度を有するスチレン含有ポリアクリレート８６．４ｇ（ソルベントナフサ
　Ｓｏｌｖｅｎｔｎａｐｈｔｈａ（登録商標）／エトキシエチルプロピオネート／メチル
イソブチルケトン（２０／４６／３４）中で６２％）を、メチルイソブチルケトン６．４
ｇ、ＵＶ光安定剤とＨＡＬＳ光安定剤とからなる市販の光安定剤混合物２．２ｇならびに
ポリアクリレートからなる市販の均展剤と一緒に攪拌し、均一な混合物にする。この混合
物中に第１表中の記載に相応して最初に規定された量のそれぞれのイミダゾール誘導体を
溶解し、引続き規定された量の亜鉛（２－エチルヘキサノエート）2を添加する。この下
塗り塗料混合物を室温で２４時間静置させる。
【００９５】
　硬化剤溶液：
　キシレン５．１７部と酢酸ブチル１０．３部とエチルエトキシプロピオネート１．５１
部とメチルイソブチルケトン８．０３部とポリアクリレートをベースとする市販の均展剤
０．３１０部（ソルベントナフサ　Ｓｏｌｖｅｎｔｎａｐｈｔｈａ（登録商標）中で５５
％）との混合物中に、溶剤を含まない、三量化されたヘキサメチレンジイソシアネートに
対して２２．０％のイソシアネート含量を有する、三量化された、イソシアヌレート基を
有するヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）２８．１２ｇを溶解する。
【００９６】
　試験の実施：
　さらなる成分、例えば安息香酸および触媒成分を前記下塗り塗料中に溶解する。少し攪
拌した後、澄明な溶液が得られる。試験の実施のために、前記下塗り塗料を予め装入し、
かつ硬化剤を添加する。この溶液を攪拌しながら均質化する。粘度測定のために、溶剤の
添加によって規定の粘度に調節する。ガラス上に塗布するために、粘度の調節を断念する
。乾燥試験のために、塗膜をガラスパネル上に１００μｍの箱形ドクターナイフを用いて
塗布し、その結果、３０～３５μｍのフィルム層厚を達成する。振り子硬度の試験のため
に、フィルムをガラスパネルの上に注型し、ケーニッヒによる塗膜硬度の測定前に、塗布
された塗膜の層厚を引っ掻き傷（Ｒｉｔｚ）（ＤＩＮ　５０９３３）で測定する。乾燥記
録装置による試験のために、前記試料を同様に１００μｍの箱形ドクターナイフで、約２
８０ｍｍの長さおよび約２５ｍｍの幅の適当なガラスストリップ上に塗布し、それによっ
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て達成される層厚は、３０～３５μｍである。
【００９７】
　第１表は、ＤＢＴＬで触媒反応された２成分系ポリウレタンクリヤーラッカーの標準の
配合物と比較した本発明による実施例の性質を示す。
【００９８】
【表１】

【００９９】
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【表２】

【０１００】
　試験Ｅ１～Ｅ５を繰り返したが、今や、安息香酸は添加されなかった。
【０１０１】
　第２表は、印刷試験後に達成された不粘着性に対して達成された値を示す。
【０１０２】

【表３】

【０１０３】
　討論：前記試験において、本発明の亜鉛－イミダゾール－カルボキシレート錯体と安息
香酸とを組み合わせることによって、安息香酸なしの場合よりも明らかに早い取付け強さ
を達成しうることが判明する。
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